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委員会報告  ６

2025年クアラルンプール大会
Emerging IP Rights 委員会「ディープフェイクと知的財産権」の報告書

小 林 幸 夫Emerging IP Rights 日本部会委員長

　2025年のEmerging IP Rights 委員会では、「ディープフェイクと知的財産権」に関するテーマがスペシャ

ルトピックでした。なお、このテーマは、日本部会が提案して採用されたテーマでした。

カントリーレポートとしては、発表の機会はなかったのですが、AI新法とInnovation Box Tax in Japanに関

する情報を共同議長に提出しておりました。

１　今年のスペシャルトピックに関するレポート

　今年のテーマは「ディープフェイクと知的財産権」でした。日本部会としては、竹内委員により以下のよう

な発表を行いました。

● 現在の日本では、ディープフェイクを直接規制する包括的な法律はないが、以下の既存の法律（刑法、著

作権法、不正競争防止法、民法など）で対応できている。また、ディープフェイクによる詐欺、ポルノや侮

辱的な内容のものは刑法で対応できる。

‐詐欺罪：ディープフェイクを利用して金品をだまし取れば詐欺罪。 

‐名誉棄損：ディープフェイクによって虚偽の行為をでっち上げ、他人の社会的評価を低下させた場合

‐侮辱罪：ディープフェイクの内容によっては、侮辱にあたる場合は多いのではないか

‐わいせつ物等頒布罪（刑法175条）

●著作権法

→既存の動画の改編やパロディのようなディープフェイクは著作権侵害を問える可能性あり

●不正競争防止法

→2条1項1号や2号は、他人の商標と同一・類似のものを使用するような状況で無ければ困難。2条1項20号

（品質等誤認惹起）や21号（虚偽事実の流布）の方があてはまる事例は多いのではないか。

●肖像権

-個人の顔は肖像権による保護が可能

①自己の肖像の作成の拒絶権（意思に反して、撮影されることを拒絶する権利）、②作成された肖像を公表

することの拒絶権、③肖像を営利目的で利用するについての拒絶権（パブリシティ権）を含むものと解さ

れる

各国の報告

　多くの国でディープフェイクによるアイデンティティ侵害に対する包括的な法制度は未整備であり、現状

は、既存の法的枠組みを適用するパッチワーク的な対応が主流となっている。ディープフェイク対策に、例え
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ば詐称通用、選挙や性犯罪など特定の文脈における個別法を挙げる国や、個人データ保護法による保護が可能

とする国もあった。また、インドではAIの悪用やディープフェイクに対応するための包括的な新法「デジタ

ル・インド法（Digital India Act）」の策定を予定しているとのことでした。

以上が、今年のスペシャルトピックに関する発表でした。

　なお、今年のテーマ、各国への質問は日本部会からの提案がそのまま受け入れられた形となり、共同議長か

らはその謝意が示されると共に2026年のEmerging IP委員会のテーマ、各国への質問書についても協力してほ

しい旨の発言がありました。

２　続いて、カントリーレポートですが、スペシャルトピックの議論が長くなったため見送られました。日本

部会では、Innovation Box Tax in Japan（イノベーション拠点税制）とAI新法を紹介するべく準備をして

おりました。今回は参考にその一部分を紹介いたします。
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その後、全体で写真をとり、委員会は終了しました。

写真撮影、上左から加藤委員、西脇委員、発表者竹内委員　　上右　議論中の委員会

委員会終了後の全体集合写真　中央が共同議長

以上




